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【書類名】明細書

【発明の名称】環境影響評価装置、プログラム、環境影響評価方法
【技術分野】

　【０００１】
　本発明は、環境影響評価装置、プログラム、環境影響評価方法、にかかり、特に、公共

工事などの工事が環境に与える影響を評価する環境影響評価装置、プログラム、環境影響
評価方法に関する。

【背景技術】
　【０００２】

　土木工事や建築工事などの工事の際には、様々な技術が用いられていることが知られて

いる。
　【０００３】

　例えば、特許文献１には、工種に関する打ち合わせ簿などの工事関連ファイルを発注者
と受注者とが共有して施工管理するための施工管理支援装置が記載されている。具体的に

は、特許文献１に記載されている記載施工管理支援装置は、工事関連ファイルを工種ごと
の管理区分ごとに関連付け、工事関連ファイルのファイル名を工種及び管理区分に対応さ

せて表示するファイル管理制御手段と、工事関連ファイルが選択されることで規制する法
令や発注者の要求事項などの対応する文書を閲覧可能とする規定文書管理制御手段と、を

備えている。特許文献１によると、このような構成により、受注者が発注者に提出する文

書や資料を高い品質で揃えることが可能となる。
　【０００４】

　また、例えば、特許文献２には、所定の水準の知識を必要とする土木・建築に関する知
識情報の検索装置が記載されている。特許文献２によると、このような構成にすることで

、工事に関する知識が不十分な企業が入札することによる不良事故の発生などの弊害を防
ぎつつ、情報を有効に活用することが出来るようになる。

【先行技術文献】
【特許文献】

　【０００５】
　　【特許文献１】特開２０１２－２３０５５０号公報

　　【特許文献２】特開２０１３－２２８８４６号公報

【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】

　【０００６】
　ところで、土木工事や建築工事などの各種工事においては、自然環境に負荷がかかるこ

とになる。そのため、工事が自然環境に与える負荷を正確に把握することは、工事を進め
る際に重要なことであると考えられる。

　【０００７】
　特に、公共工事などにおいては、環境に配慮して工事を行うことにより、発注者からよ

り良い評価が与えられることになる。その結果、次の仕事に繋がりやすくなるなどの利点

があるため、環境に配慮した工事を行うことは、極めて重要な事項の一つとなっている。
　【０００８】

　しかしながら、工事が環境に与える影響を的確に判断することは難しく、上記特許文献
１、２に記載されている技術などを用いても、工事が環境に与える影響を的確に判断する

ことは難しかった。そのため、工事の受注側としては、工事の性質に応じた的確な環境対
策を行うことが難しい、という問題が生じていた。また、工事の発注側としても、工事の

性質に応じた的確な環境対策を行っているか否かを適切に評価することが難しかった。そ
のため、工事の発注側は、環境に配慮しているか否かという行動の有無のみで、環境面の

評価を行うしかないという事態が生じていた。その結果、工事の性質等からみると的外れ
な環境対策であっても、的確な環境対策を行った場合と同様に評価されることになり、的

確な環境対策が適切に評価されることが難しい、という問題が生じていた。
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　【０００９】

　このように、各種工事において、当該工事の実施が自然環境に与える影響を的確に判断
することが難しい、という問題が生じていた。

　【００１０】
　そこで、本発明の目的は、上述した課題である、各種工事において、当該工事の実施が

自然環境に与える影響を的確に判断することが難しい、という問題を解決することが出来
る環境影響評価装置を提供することにある。

【課題を解決するための手段】
　【００１１】

　上記目的を達成するために、本発明の一形態である環境影響評価装置は、

　工事が環境に与える影響を評価する環境影響評価装置であって、
　評価の対象となる工事の種類を入力する環境評価対象入力部と、

　前記環境評価対象入力部により入力された工事の種類に基づいて、当該入力された種類
の工事を行った際に環境に影響を与えると判断される環境影響要因を抽出する環境影響要

因抽出部と、
　前記環境影響要因抽出部が抽出した前記環境影響要因が環境に与える影響を示す環境影

響値を、当該環境影響要因ごとに設定された基準値に基づいて算出する環境影響値算出部
と、

　を備える

　という構成を採る。
　【００１２】

　上記発明によると、まず、環境影響評価装置には、環境評価対象入力部を介して、評価
の対象となる工事の種類が入力される。すると、環境評価対象入力部を介して入力された

工事の種類が環境影響要因抽出部へと送信される。続いて、環境影響要因抽出部が、受信
した工事の種類に基づいて、当該入力された種類の工事を行った際に環境に影響を与える

と判断される環境影響要因を抽出する。具体的には、例えば、環境影響評価装置は、工事
の種類と当該工事を実行することで環境に影響を与えると判断される環境影響要因とを対

応付けた環境影響要因情報を記憶している。そこで、環境影響要因抽出部は、上記環境影
響要因情報を参照することで、環境評価対象入力部により入力された工事の種類に応じた

環境影響要因を抽出する。そして、環境影響要因抽出部は、抽出した環境影響要因を環境

影響値算出部へと送信する。
　【００１３】

　続いて、環境影響値算出部は、上記環境影響要因抽出部が抽出した環境影響要因が環境
に与える影響を示す環境影響値を、当該環境影響要因ごとに設定された基準値に基づいて

算出する。例えば、環境影響評価装置には、環境影響要因ごとに、予め基準値が記憶され
ている。又は、必要に応じて環境影響評価装置に基準値を入力することで、基準値を設定

する。そして、環境影響値算出部は、予め記憶された、又は、入力されることで設定され
た基準値に基づいて環境影響値を算出する。これにより、環境影響要因ごとに環境影響値

が算出されることになる。

　【００１４】
　このように、本発明によると、入力された工事の種類に基づいて環境影響要因が抽出さ

れ、抽出した環境影響要因ごとの環境影響値が算出されることになる。その結果、各種工
事の実行により環境に与える影響を環境影響要因ごとに可視化することが出来るようにな

る。これにより、工事の実施が自然環境に与える影響を的確に判断することが出来るよう
になる。

　【００１５】
　また、上記環境影響評価装置では、

　前記環境影響値算出部は、前記環境影響要因の発生状況に応じて設定された基準値に基
づいて前記環境影響値を算出する

　という構成を採る。
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　【００１６】

　上記構成によると、環境影響要因の発生状況に応じて基準値が設定されている。そのた
め、環境影響値算出部は、環境影響要因の発生状況に応じて設定された基準値に基づいて

環境影響値を算出する。その結果、より的確に環境影響値を算出することが出来るように
なり、より明確に各種工事の実行による環境に与える影響を環境影響要因ごとに可視化す

ることが出来るようになる。これにより、工事の実施が自然環境に与える影響をより的確
に判断することが出来るようになる。

　【００１７】
　また、上記環境影響評価装置では、

　前記環境影響値算出部は、前記環境影響要因が生じる可能性及び頻度を示す可能性・頻

度値と、前記環境影響要因を使用する量又は前記環境影響要因を生じる量を示す使用量・
発生量値と、に基づいて前記環境影響値を算出する

　という構成を採る。
　【００１８】

　上記構成によると、環境影響要因の発生状況に応じて設定された基準値として、環境影
響要因が生じる可能性及び頻度を示す可能性・頻度値と、環境影響要因を使用する量又は

環境影響要因を生じる量を示す使用量・発生量値と、を有している。
　【００１９】

　ここで、具体的な環境影響要因の一例として、例えば、電気の消費という環境影響要因

を想定する。この場合、可能性・頻度値は、対象の工事を行う際電気の消費は定常的に行
われるか、又は、緊急時に行われるか、という電気の消費の可能性に応じた値と、電気の

消費を行う工事はよく施工する工事であるか、又はあまり施工しない工事であるか、とい
う電気の消費を行う工事の頻度に応じた値と、から構成されることになる。また、使用量

・発生量値は、電気の使用量が多いか、少ないか、という電気の消費の量に応じた値から
構成されることになる。

　【００２０】
　このように、環境影響要因の発生状況に応じて設定された基準値として、可能性・頻度

値と使用量・発生量値とを有している。このような構成により、環境影響値算出部は、可
能性・頻度値と使用量・発生量値とに基づいて、環境影響値を算出することになる。その

結果、環境影響値算出部は、より的確な環境影響値を算出することが出来るようになり、

より明確に各種工事の実行による環境に与える影響を環境影響要因ごとに可視化すること
が出来るようになる。これにより、工事の実施が自然環境に与える影響をより的確に判断

することが出来るようになる。
　【００２１】

　なお、例えば、環境影響要因が排ガスの排出である場合には、排ガスの発生量に応じた
値が使用量・発生量値になることになる。このように、使用量・発生量値が使用量に応じ

た値になるか、発生量値に応じた値になるかは、環境影響要因に応じて変化することにな
る。

　【００２２】

　また、上記環境影響評価装置では、
　前記環境影響値算出部は、前記環境影響要因ごとに生じる、予め定められた項目に応じ

て設定される項目基準値を加味して前記環境影響値を算出する
　という構成を採る。

　【００２３】
　上記構成によると、環境影響値算出部は、可能性・頻度値と使用量・発生量値とに、環

境影響要因ごとに生じる、予め定められた項目に応じて設定される項目基準値を加味して
環境影響値を算出する。

　【００２４】
　ここで、項目基準値とは、例えば、現場外に拡散する可能性があるか、法規制されてい

るか、発注者が注目しているか、など、環境要因ごとに生じる、可能性・頻度や使用量・
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発生量とは別の項目に応じて与えられる値である。このような可能性・頻度や使用量・発

生量とは別の項目を加味して環境影響値を算出することで、環境影響値算出部は、より的
確な環境影響値を算出することが出来るようになり、より明確に各種工事の実行による環

境に与える影響を環境影響要因ごとに可視化することが出来るようになる。これにより、
工事の実施が自然環境に与える影響をより的確に判断することが出来るようになる。

　【００２５】
　また、上記環境影響評価装置では、

　前記環境影響値算出部が算出した前記環境影響値と予め定められた評価閾値とに基づい
て、前記環境影響値が前記評価閾値よりも大きくなる前記環境影響要因を抽出する環境影

響評価部を備える

　という構成を採る。
　【００２６】

　上記構成によると、まず、環境影響値算出部が環境影響値を算出する。次に、環境影響
評価部が、上記算出した環境影響値と予め定められた評価閾値とに基づいて、環境影響値

が評価閾値よりも大きくなる環境影響要因を抽出する。つまり、環境影響評価値は、環境
影響値算出部が算出した環境影響値と評価閾値とを比較して、評価閾値よりも大きな値を

持つ環境影響値を抽出する。上述したように、環境影響値は環境影響要因ごとに算出され
ている。そのため、評価閾値よりも大きな値を持つ環境影響値を抽出することで、評価閾

値よりも大きな値の環境影響値を持つ環境影響要因を抽出することが出来る。

　【００２７】
　このように、環境影響評価装置が環境影響評価部を備えている。このような構成により

、環境影響値が評価閾値よりも大きくなる環境影響要因を抽出することが出来る。その結
果、より明確に各種工事の実行による環境に与える影響を環境影響要因ごとに可視化する

ことが出来るようになる。これにより、工事の実施が自然環境に与える影響をより的確に
判断することが出来るようになる。

【発明の効果】
　【００２８】

　本発明は、以上のように構成されることにより、各種工事において、自然環境に与える
影響を的確に判断することが可能となる。

【図面の簡単な説明】

　【００２９】
　　【図１】本発明の第１の実施形態に係る環境影響評価装置の構成の一例を示すブロッ

　　ク図である。
　　【図２】本発明の第１の実施形態に係る環境影響評価装置における環境影響要因情報

　　の構成例を示す図である。
　　【図３】本発明の第１の実施形態に係る環境影響評価装置における基準値情報の構成

　　例を示す図である。
　　【図４】本発明の第１の実施形態に係る環境影響評価装置における基準値情報の構成

　　例を示す図である。

　　【図５】本発明の第１の実施形態に係る環境影響評価装置における基準値情報の構成
　　例を示す図である。

　　【図６】本発明の第１の実施形態に係る環境影響評価装置の動作の一例を示すフロー
　　チャートである。

　　【図７】本発明の第２の実施形態に係る環境影響評価装置の構成の一例を示すブロッ
　　ク図である。

　　【図８】本発明の第２の実施形態に係る環境影響評価装置における評価閾値情報の構
　　成例を示すである。

　　【図９】本発明の第２の実施形態に係る環境影響評価装置の動作の一例を示すフロー
　　チャートである。

　　【図１０】本発明の第３の実施形態に係る環境影響評価装置の構成の一例を示すブロ
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　　ック図である。

　　【図１１】発明の第３の実施形態に係る環境影響評価装置における工事・工種情報の
　　構成例を示す図である。

　　【図１２】本発明の第３の実施形態に係る環境影響評価装置の動作の一例を示すフロ
　　ーチャートである。

　　【図１３】本発明の第４の実施形態に係る環境影響評価装置の構成の概略の一例を示
　　すブロック図である。

【発明を実施するための形態】
　【００３０】

　［実施形態１］

　本発明の第１の実施形態における環境影響評価装置１を、図１乃至図６を参照して説明
する。図１は、環境影響評価装置１の全体の構成の一例を示す図である。図２は、環境影

響要因情報１４１の構成例を示す図である。図３は、基準値情報１４２の構成例を示す図
である。図４は、基準値情報１４２の別の構成例を示す図である。図５は、基準値情報１

４２の別の構成例を示す図である。図６は、環境影響評価装置１の動作の一例を示すフロ
ーチャートである。

　【００３１】
　本実施形態では、工事の実施が環境に与える影響を評価する環境影響評価装置１につい

て説明する。後述するように、本実施形態における環境影響評価装置１は、入力された工

事の種類に応じて、当該種類の工事の実施により環境に影響を与えると判断される環境影
響要因を抽出する。そして、環境影響評価装置１は、抽出した環境影響要因ごとに、環境

影響要因が環境に与える影響を示す環境影響値を算出する。これにより、工事の実施が環
境に与える影響が環境影響要因ごとに可視化されることとなる。その結果、各種工事を実

施することによる、自然環境に与える影響を的確に判断することが可能となる。
　【００３２】

　図１を参照すると、環境影響評価装置１は、主な構成要素として、操作入力部１１（環
境評価対象入力部）と、画面表示部１２と、通信Ｉ／Ｆ部１３と、記憶部１４と、演算処

理部１５と、を有している。
　【００３３】

　操作入力部１１は、キーボードやマウスなどの操作入力装置からなり、オペレータの操

作を検出して演算処理部１５に出力する機能を有している。本実施形態においては、操作
入力部１１を介して、評価の対象となる工事の種類を入力することになる。

　【００３４】
　画面表示部１２は、ＬＣＤ（Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ　Ｄｉｓｐｌａｙ、液晶デ

ィスプレイ）やＰＤＰ（Ｐｌａｓｍａ　Ｄｉｓｐｌａｙ　Ｐａｎｅｌ、プラズマディスプ
レイ）などの画面表示装置からなる。画面表示部１２は、演算処理部１５からの指示に応

じて、環境影響値などの各種情報を画面表示する機能を有している。
　【００３５】

　通信Ｉ／Ｆ部１３は、データ通信回路からなり、通信回線を介して接続された各種装置

との間でデータ通信を行う機能を有している。
　【００３６】

　記憶部１４は、ハードディスクやメモリなどの記憶装置である。記憶部１４は、演算処
理部１５における各種処理に必要な処理情報やプログラム１４３を記憶する機能を有して

いる。プログラム１４３は、演算処理部１５に読み込まれて実行されることにより各種処
理部を実現するプログラムである。プログラム１４３は、通信Ｉ／Ｆ部１３などのデータ

入出力機能を介して外部装置（図示せず）や記憶媒体（図示せず）から予め読み込まれ、
記憶部１４に保存されている。記憶部１４で記憶される主な情報としては、環境影響要因

情報１４１と基準値情報１４２とがある。
　【００３７】

　環境影響要因情報１４１は、工事の種類と環境影響要因とを対応付けた情報である。後
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述する環境影響要因抽出部１５１は、操作入力部１１などを介して工事の種類が入力され

ると、環境影響要因情報１４１を参照することで、当該入力された工事の種類に応じた環
境影響要因を抽出することになる。

　【００３８】
　図２は、環境影響要因情報１４１の構成例である。図２を参照すると、環境影響要因情

報１４１では、例えば、工事の種類と工事の実施により影響を与える環境影響要因とが対
応付けられている。具体的には、図２で示すように、環境影響要因情報１４１には、例え

ば、工事の種類（工事科目、又は必要に応じて工事細目が設けられている）と環境影響要
因とが列挙されており、ある種類の工事を実施すると当該種類の工事の実施により環境に

影響を与えることになる環境影響要因が判別可能なよう構成されている。例えば、図２で

示す環境影響要因情報１４１では、番号１として、工事の種類である「共通仮設工事」を
実施すると環境に影響に与えることになる環境影響要因には、「１．電気の消費」、「２

．水の消費」、「３．化石燃料の消費」、「５．紙の消費」、「６．気体の排出」、「７
．排ガスの発生」、「９．汚水の発生」、などがあることを示している。

　【００３９】
　なお、図２で示す環境影響要因情報１４１は、あくまで一例である。環境影響要因情報

１４１は、工事の種類と環境影響要因とを対応付けていれば、図２で示すような形で情報
を有していなくても構わない。また、環境影響要因情報１４１には、図２で示す工事の種

類や環境影響要因以外の、工事の種類や環境影響要因を含むことが出来る。また、図２で

は、工事の種類として、工事科目と必要に応じて設けられる工事細目とを有している場合
について説明した。しかしながら、工事の種類は、工事科目のみから設けられるなど、１

種類のみから構成されていても構わないし、３種類以上など更に細かく分類されていても
構わない。また、環境影響要因も、例えば、「化石燃料の消費」を「ガソリンの消費」、

「オイルの消費」、「石油の消費」、などのように、さらに細かく分類しても構わない。
　【００４０】

　基準値情報１４２は、環境影響要因と基準値とを対応付けた情報である。後述する環境
影響値算出部１５２は、基準値情報１４２を参照して、環境影響抽出部１５１が抽出した

環境影響要因ごとの環境影響値を算出することになる。
　【００４１】

　図３は、基準値情報１４２の構成例である。図３を参照すると、基準値情報１４２では

、例えば、環境影響要因と、可能性・頻度値と使用量・発生量値とその他の値とからなる
基準値と、が対応付けられている。例えば、図３の１行目では、環境影響要因「１．電気

の消費」の可能性値が３であり、頻度値が５であることを示している。また、図３の１行
目では、環境影響要因「１．電気の消費」の使用量値が１であり、その他の値が０である

ことを示している。
　【００４２】

　可能性・頻度値は、環境影響要因が生じる可能性及び頻度を示す値であり、可能性値と
頻度値とから構成されている。可能性値は、環境影響要因が生じる可能性の大きさを示し

ている。可能性値は、環境影響要因ごとに与えられる値であり、当該環境影響要因が生じ

る可能性の大きさに応じて、例えば、５点、３点、１点のいずれかの値が与えられている
（本実施形態においては、環境影響要因が生じる可能性が大きくなるほど大きな値が与え

られる）。具体的には、例えば、定常的に環境影響要因が生じる可能性があるなど、可能
性が高い場合に５点が与えられ、非定常的に生じる可能性がある場合に３点が与えられ、

緊急時に生じる可能性がある場合に１点が与えられることになる。また、頻度値は、環境
影響要因が生じる頻度を示している。頻度値は、可能性値と同様に環境影響要因ごとに与

えられる値であり、当該環境影響要因が生じる頻度に応じて、例えば、５点、３点、１点
のいずれかの値が与えられている（本実施形態においては、環境影響要因が生じる頻度が

多くなるほど大きな値が与えられる）。具体的には、例えば、頻度が高い場合に５点が与
えられ、頻度が中くらいの場合に３点が、頻度が低い場合に１点が与えられることになる

。
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　【００４３】

　使用量・発生量値は、環境影響要因を使用する量又は環境影響要因を生じる量を示す値
であり、使用量値と発生量値とから構成されている。使用量値は、環境影響要因を使用す

る量を示している。使用量値は、環境影響要因ごとに与えられる値であり、当該環境影響
要因を使用する量に応じて、例えば、３点、２点、１点のいずれかの値が与えられている

（本実施形態においては、環境影響要因を使用する量が多くなるほど大きな値が与えられ
る）。具体的には、例えば、使用量が多い場合に３点が与えられ、使用量が普通の場合に

２点が与えられ、使用量が少ない場合に１点が与えられることになる。また、発生量値は
、環境影響要因を生じる量を示している。発生量値は、使用量値と同様に環境影響要因ご

とに与えられる値であり、当該環境影響要因を生じる量に応じて、３点、３点、１点のい

ずれかの値が与えられている（本実施形態においては、環境影響要因を生じる量が多くな
るほど大きな値になる）。具体的には、例えば、発生量が多い場合に３点が与えられ、量

的把握が困難である場合に３点が与えられ、発生量が少ない場合に１点が与えられること
になる。なお、使用量・発生量値は、原則として、環境影響要因ごとに使用量値又は発生

量値のいずれか１つの値を有している。
　【００４４】

　その他の値は、可能性・頻度値と使用量・発生量値と以外の事項に対して与えられる値
である。その他の値は、例えば、過去に同様の工事を行って苦情になったことがある、法

規制されている、作業終了後も継続する、現場外に拡散する、など、各工事に特有な事情

などに応じて与えられることになる。また、その他の値には、例えば、発注者が特に注目
している、などの特別な事情に応じて与えられる値を含んでいても構わない。その他の値

は、例えば、可能性・頻度値と使用量・発生量値と以外の事項が１つあるたびに１点が与
えられるよう構成される。このようなその他の値を有することで、各工事に特有の事情な

どを反映させることが可能となる。なお、上記のように、その他の値は、各工事に特有な
事情などに応じて与えられる値を含んでいる。そのため、基準値情報１４２にはその他の

値についての情報を含まず、例えば、後述する環境影響値算出部１５２で環境影響値を算
出する際に、必要に応じて操作入力部１１などを介してその他の値を入力するように構成

しても構わない。
　【００４５】

　以上が、基準値情報１４２の一例である。なお、図３で示す基準値情報１４２は、あく

まで一例である。基準値情報１４２は、例えば、工事科目ごとの環境影響要因と、基準値
と、を対応付けた情報であっても構わない（図４参照）。つまり、図４で示すように、基

準値情報１４２は、工事の種類に応じた環境影響要因と、当該工事の種類に応じた環境影
響要因ごとに与えられる基準値と、を対応付けた情報であることが出来る。この場合には

、同じ環境影響要因であったとしても、工事の種類が異なる場合、異なる基準値が対応付
けていることがあることになる。また、基準値情報１４２は、例えば、環境影響要因「化

石燃料の消費」を「ガソリンの消費」、「オイルの消費」、「石油の消費」、などのよう
にさらに細かく分類した（環境側面まで分類した）環境影響要因と、基準値と、を対応づ

けた情報であっても構わない（図５参照）。また、基準値の与え方も、図３で示した場合

に限定されない。
　【００４６】

　演算処理部１５は、ＭＰＵなどのマイクロプロセッサとその周辺回路を有し、記憶部１
４からプログラム１４３を読み込んで実行することにより、上記ハードウェアとプログラ

ム１４３とを協働させて各種処理部を実現する機能を有している。演算処理部１５で実現
される主な処理部として、環境影響要因抽出部１５１と、環境影響値１５２と、がある。

　【００４７】
　環境影響要因抽出部１５１は、操作入力部１１や通信Ｉ／Ｆ部１３を介して入力された

工事の種類を取得して、当該工事の種類に応じた環境影響要因を抽出する機能を有してい
る。具体的には、環境影響要因抽出部１５１は、まず、例えば、操作入力部１１を介して

入力された工事の種類を取得する。次に、環境影響要因抽出部１５１は、記憶部１４から
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環境影響要因情報１４１を読み出し、取得した工事の種類に応じた環境影響要因を抽出す

る。そして、環境影響要因抽出部１５１は、抽出した環境影響要因を環境影響値算出部１
５２に送信する。なお、環境影響要因抽出部１５１は、環境影響要因を環境影響値算出部

１５２に送信する際に、工事の種類を示す情報を含めて情報を送信しても構わない。
　【００４８】

　具体的には、例えば、環境影響要因抽出部１５１が操作入力部１１を介して工事の種類
「土木付帯・雑工事」を取得したとする。すると、環境影響要因抽出部１５１は、記憶部

１４から環境影響要因情報１４１を取得する。そして、環境影響要因抽出部１５１は、取
得した環境影響要因情報１４１を参照することで、工事の種類「土木付帯・雑工事」に対

応付けられた環境影響要因を抽出する。つまり、環境影響要因抽出部１５１は、工事の種

類「土木付帯・雑工事」が操作入力部１１などを介して入力されると、当該工事の種類「
土木付帯・雑工事」に応じた環境影響要因である、「１．電気の消費」、「２．水の消費

」、「３．化石燃料の消費」、「４．天然資源の消費」、「６．気体の排出」、「７．排
ガスの発生」、「８．粉塵の発生」、…、などの環境影響要因を抽出することになる。そ

して、環境影響要因抽出部１５１は、抽出した環境影響要因を環境影響値算出部１５２へ
と送信する。

　【００４９】
　環境影響値算出部１５２は、環境影響要因ごとの環境影響値を算出する機能を有してい

る。具体的には、環境影響値算出部１５２は、まず、環境影響要因抽出部１５１が送信し

た環境影響要因を受信する。また、環境影響要因抽出部１５１は、記憶部１４が記憶する
基準値情報を取得する。そして、環境影響値算出部１５２は、記憶部１４が記憶する基準

値情報１４２を参照して、環境影響要因ごとに環境影響値を算出する。つまり、環境影響
値算出部１５２は、環境影響要因抽出部１５１が抽出した環境影響要因の数に応じた環境

影響値を算出することになる。その後、環境影響値算出部１５２は、算出結果である環境
影響値を、例えば画面表示部１２に表示する。

　【００５０】
　具体的には、環境影響値算出部１５２は、例えば、以下の式に基づいて環境影響値を算

出する。
環境影響値＝（可能性値＋頻度値）×（使用量値＋発生量値）×（その他の値）

　【００５１】

　つまり、例えば、図４を参照すると、「共通仮設工事」における環境影響要因「１．電
気の消費」の可能性値は３であり、頻度は５である。また、使用量は０であり、その他の

値は０である。そのため、環境影響値算出部１５２は、上記式に基づいて、「共通仮設工
事」における環境影響要因「１．電気の消費」の環境影響値として、

環境影響値＝（３＋５）×（１＋０）×０＝０
を、算出することになる。この場合、環境影響値算出部１５２は、環境に与える影響が大

きくなると環境影響値も大きくなる、環境影響値を算出していることになる。
　【００５２】

　なお、環境影響値算出部１５２は、例えば、各値を加算することで環境影響値を算出す

るなど、上記式以外を用いて環境影響値を算出するように構成しても構わない。
　【００５３】

　また、環境影響値算出部１５２は、環境影響値を算出する際に、例えば操作入力部１１
などを介した各種値の入力、修正を受け付けるよう構成することが出来る。つまり、例え

ば、環境影響値算出部１５２は、環境影響要因抽出部１５１が送信した環境影響要因を受
信すると、基準値情報１４２を参照して、環境影響要因ごとの基準値を例えば画面表示部

１２に表示する。その後、環境影響値算出部１５２は、例えば操作入力部１１などを介す
ることで、その他の値を入力するなどの値の入力、修正を受け付ける。そして、環境影響

値算出部１５２は、上記入力、修正の結果に応じた環境影響値を算出して、その算出結果
を画面表示部１２に表示する。環境影響値算出部１５２は、例えば、上記のような動作を

行うように、構成しても構わない。
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　【００５４】

　以上が、環境影響評価装置１の構成についての説明である。
　【００５５】

　次に、環境影響評価装置１の動作について説明する。図６は、本実施形態に係る環境影
響評価装置１の動作の一例を示すフローチャートである。以下、図６を参照して、環境影

響評価装置１の動作について説明する。
　【００５６】

　まず、環境影響評価装置１は、操作入力部１１や通信Ｉ／Ｆ部１３を介して、環境影響
値の算出対象となる工事の種類を受け付ける（ステップＳ１０１）。その結果、環境影響

評価装置１の環境影響要因抽出部１５１が、操作入力部１１などを介して入力された工事

の種類についての情報を取得することになる。
　【００５７】

　続いて、工事の種類を取得した環境影響要因抽出部１５１は、記憶部１４から環境影響
要因情報１４１を読み出す。そして、環境影響要因抽出部１５１は、環境影響要因情報１

４１を参照して、取得した工事の種類に応じた環境影響要因を抽出する（ステップＳ１０
２）。その後、環境影響要因抽出部１５１は、抽出した環境影響要因を環境影響値算出部

１５２へと送信する。
　【００５８】

　そして、環境影響値算出部１５２が、環境影響要因抽出部１５１が抽出した環境影響要

因を受信する。すると、環境影響値算出部１５２は、記憶部１４が記憶する基準値情報１
４２を取得する。そして、環境影響値算出部１５２は、取得した基準値情報１４２を参照

して、環境影響要因ごとの環境影響値を算出する（ステップＳ１０３）。つまり、環境影
響値算出部１５２は、環境影響要因抽出部１５１が抽出した環境影響要因の数に応じた環

境影響値を算出する。その後、環境影響値算出部１５２は、例えば、算出結果である環境
影響値を、環境影響要因ごとに画面表示部１２に表示する。

　【００５９】
　このように、本実施形態における環境影響評価装置１は、環境影響要因抽出部１５１と

、環境影響値算出部１５２と、を有している。このような構成により、環境影響評価装置
１は、環境影響要因抽出部１５１により、入力された工事の種類に応じた環境影響要因を

抽出することが出来る。また、環境影響評価装置１は、環境影響値算出部１５２により、

抽出した環境影響要因ごとに環境影響値を算出することが出来る。その結果、工事の実施
により環境に与える影響を、環境影響要因ごとに環境影響値として可視化することが可能

となる。これにより、各種工事において当該工事の実施が自然環境に与える影響を的確に
判断することが可能となる。

　【００６０】
[第２の実施形態]

　次に本発明の第２の実施形態について、図７乃至図９を参照して説明する。図７は、環
境影響評価装置２の全体の構成の一例を示す図である。図８は、評価閾値情報２４４の構

成例を示す図である。図９は、環境影響評価装置２の動作の一例を示すフローチャートで

ある。
　【００６１】

　本実施形態では、環境影響値を算出した後、特に環境に与える影響が大きい環境影響要
因を判定する環境影響評価装置２について説明する。後述するように、本実施形態におけ

る環境影響評価装置２は、評価閾値を記憶しており、当該評価閾値と環境影響値とを比較
することで、特に環境に与える影響が大きい環境影響要因を判定することになる。

　【００６２】
　図７を参照すると、本実施形態における環境影響評価装置２は、主な構成要素として、

操作入力部１１と、画面表示部１２と、通信Ｉ／Ｆ部１３と、記憶部２４と、演算処理部
２５と、を有している。なお、操作入力部１１と、画面表示部１２と、通信Ｉ／Ｆ部１３

との構成は、第１の実施形態において既に説明したものと同様である。そのため、以下に
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おいて、その説明は省略する。

　【００６３】
　記憶部２４は、ハードディスクやメモリなどの記憶装置である。記憶部２４は、演算処

理部２５における各種処理に必要な処理情報やプログラム２４３を記憶する機能を有して
いる。プログラム２４３は、演算処理部２５に読み込まれて実行されることにより各種処

理部を実現するプログラムである。プログラム２４３は、通信Ｉ／Ｆ部１３などのデータ
入出力機能を介して外部装置（図示せず）や記憶媒体（図示せず）から予め読み込まれ、

記憶部２４に保存されている。記憶部２４で記憶される主な情報としては、環境影響要因
情報１４１と基準値情報１４２と評価閾値情報２４４とがある。なお、環境影響要因情報

１４１と基準値情報１４２とについては、第１の実施形態で既に説明したため、その説明

は省略する。
　【００６４】

　評価閾値情報２４４は、環境に与える影響が大きい環境影響要因を判定するために用い
る評価閾値を示す情報である。後述する閾値判定部２５３は、環境影響値算出部１５２が

算出した環境影響値と評価閾値とを比較することで、環境に与える影響が大きい環境影響
要因を抽出することになる。

　【００６５】
　図８は、評価閾値情報２４４の構成例である。図８を参照すると、評価閾値情報２４４

では、評価閾値が示されていることが分かる。例えば、図８では、評価閾値として「８０

」が示されている。
　【００６６】

　なお、本実施形態では、評価閾値の一例として「８０」をあげたが、評価閾値は「８０
」に限定されない。評価閾値は、「７０」や「５０」など「８０」以外の値であっても構

わない。
　【００６７】

　演算処理部２５は、ＭＰＵなどのマイクロプロセッサとその周辺回路を有し、記憶部２
４からプログラム２４３を読み込んで実行することにより、上記ハードウェアとプログラ

ム２４３とを協働させて各種処理部を実現する機能を有している。演算処理部２５で実現
される主な処理部として、環境影響要因抽出部１５１と、環境影響値算出部１５２と、閾

値判定部２５３（環境影響評価部）と、がある。なお、環境影響要因抽出部１５１と、環

境影響値算出部１５２とは、第１の実施形態で説明した構成と同様の構成であるため、そ
の説明は省略する。

　【００６８】
　閾値判定部２５３は、環境影響値算出部１５２が算出した環境影響値と記憶部２４が記

憶する評価閾値情報が示す評価閾値とを比較して、環境に与える影響が大きい環境影響要
因を判定する機能を有している。具体的には、まず、閾値判定部２５３は、環境影響値算

出部１５２が算出した環境影響値を取得する。また、閾値判定部２５３は、記憶部２４が
記憶する評価閾値情報２４４を取得する。そして、閾値判定部２５３は、取得した環境影

響値と評価閾値情報２４４が示す評価閾値とを比較して、評価閾値以上の値を持つ環境影

響値を判定する。ここで、上述したように、環境影響値算出部１５２は、環境影響要因ご
とに環境影響値を算出している。そのため、閾値判定部２５３は、評価閾値以上の値を持

つ環境影響値を判定することで、評価閾値以上の値を持つ環境影響値が算出された環境影
響要因を判定することが出来ることになる。その後、閾値判定部２５３は、例えば、画面

表示部１２などに、当該判定結果を表示する。例えば、閾値判定部２５３は、評価閾値以
上の値を持つ環境影響値が算出された環境影響要因に符号を付す、色づける、など判別可

能な表示態様で画面表示部１２に判定結果を表示することが考えられる。又は、閾値判定
部２５３は、例えば、評価閾値以上の値を持つ環境影響値が算出された環境影響要因のみ

を画面表示部１２に表示する。
　【００６９】

　なお、閾値判定部２５３は、例えば、評価閾値よりも大きな値を持つ環境影響値を判定
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するなど、上記以外の方法で、判定を行うように構成しても構わない。

　【００７０】
　以上が、環境影響評価装置２の構成についての説明である。

　【００７１】
　次に、環境影響評価装置２の動作について説明する。図９は、本実施形態に係る環境影

響評価装置２の動作の一例を示すフローチャートである。以下、図９を参照して、環境影
響評価装置２の動作について説明する。

　【００７２】
　まず、第１の実施形態で説明したように、環境影響評価装置２は、環境影響要因抽出部

１５１により、入力された（ステップＳ１０１）工事の種類に応じた環境影響要因を抽出

する（ステップＳ１０２）。そして、環境影響評価装置２の環境影響値算出部１５２が、
抽出した環境影響要因ごとに環境影響値を算出する（ステップＳ１０３）。その後、環境

影響値算出部１５２は、当該算出結果を閾値判定部２５３に送信する。
　【００７３】

　続いて、閾値判定部２５３が、環境影響値算出部１５２が送信した算出結果を受信する
。また、閾値判定部２５３は、記憶部２４が記憶する評価閾値情報２４４を取得する。そ

して、閾値判定部２５３は、環境影響値と評価閾値情報２４４が示す評価閾値とを比較す
る。つまり、閾値判定部２５３は、環境影響値と評価閾値とを比較することで、例えば、

評価閾値以上の値の環境影響値を判定する。そして、閾値判定部２５３は、当該判定した

環境影響値が算出された環境影響要因を判定する。つまり、閾値判定部２５３は、評価閾
値以上の環境影響値を有する環境影響要因を判定する（ステップＳ２０４）。その後、閾

値判定部２５３は、判定結果を画面表示部１２などに表示する。
　【００７４】

　このように、本実施形態における環境影響評価装置２は、環境影響要因抽出部１５１と
環境影響値算出部１５２と閾値判定部２５３とを有している。このような構成により、環

境影響評価装置２は、閾値判定部２５３により、環境影響値算出部１５２が算出した環境
影響値と評価閾値とを判定して、評価閾値以上の環境影響値を有する環境影響要因を判定

することが出来る。その結果、環境影響評価装置２は、環境に与える影響が特に大きい環
境影響要因を判定することが可能となり、工事の実施により環境に与える影響が大きな環

境影響要因をより明確に可視化することが可能となる。これにより、各種工事において当

該工事の実施が自然環境に与える影響をより的確に判断することが可能となる。
　【００７５】

[第３の実施形態]
　次に本発明の第３の実施形態について図１０乃至図１２を参照して説明する。図１０は

、環境影響評価装置３の全体の構成の一例を示す図である。図１１は、工事情報３４５の
構成例を示す図である。図１２は、環境影響評価装置３の動作の一例を示すフローチャー

トである。
　【００７６】

　本実施形態では、工事の内容を入力することで、当該内容の工事を実施する際に行われ

る工事の種類を抽出し、当該抽出した工事の種類ごとの環境影響要因を抽出して環境影響
値を算出する環境影響評価装置３について説明する。

　【００７７】
　図１０を参照すると、本実施形態における環境影響評価装置３は、主な構成要素として

、操作入力部１１と、画面表示部１２と、通信Ｉ／Ｆ部１３と、記憶部３４と、演算処理
部３５と、を有している。なお、操作入力部１１と、画面表示部１２と、通信Ｉ／Ｆ部１

３との構成は、第１の実施形態において既に説明したものと同様である。そのため、以下
において、その説明は省略する。

　【００７８】
　記憶部３４は、ハードディスクやメモリなどの記憶装置である。記憶部３４は、演算処

理部３５における各種処理に必要な処理情報やプログラム３４３を記憶する機能を有して
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いる。プログラム３４３は、演算処理部３５に読み込まれて実行されることにより各種処

理部を実現するプログラムである。プログラム３４３は、通信Ｉ／Ｆ部１３などのデータ
入出力機能を介して外部装置（図示せず）や記憶媒体（図示せず）から予め読み込まれ、

記憶部３４に保存されている。記憶部３４で記憶される主な情報としては、環境影響要因
情報１４１と基準値情報１４２と評価閾値情報２４４と工事情報３４５とがある。なお、

環境影響要因情報１４１と基準値情報１４２と評価閾値情報２４４とについては、第１の
実施形態で既に説明したため、その説明は省略する。

　【００７９】
　工事情報３４５は、工事の内容と工事の種類とを対応付けた情報である。後述する工事

種類抽出部３５４は、操作入力部１１などを介して工事の内容が入力されると、工事情報

３４５を参照することで、当該入力された工事の内容に応じた工事の種類を抽出すること
になる。具体的には、例えば、道路舗装工事（工事の内容）を行う際には、共通仮設工事

を行った後、舗装工事、土木付帯・雑工事、資機材の搬出入、建設副産物処理処分などの
工事科目を行うことになる。工事情報３４５は、このような工事の内容と工事の種類（工

事科目、工事細目など）とを対応付けた情報である。
　【００８０】

　図１１は、工事情報３４５の構成例である。図１１を参照すると、工事情報３４５では
、例えば、工事の内容と、工事の種類を示す番号（図２の工事の種類の番号と対応してい

る）と、が対応付けられている。例えば、図１１の３行目では、工事の内容「道路舗装工

事」に、工事の種類１、３５、５２、５３、５４、が対応付けられていることを示してい
る。なお、図２で示したように、工事の種類１は共通仮設工事を示しており、３５は舗装

工事（アスファルト）を示している。また、５２は土木付帯・雑工事を示しており、５３
は資機材の搬出入を示しており、５４は建設副産物処理処分を示している。

　【００８１】
　なお、工事情報３４５は、工事の内容と工事の種類とが対応付けられていれば、必ずし

も本実施形態で示した構成でなくても構わない。また、工事情報３４５には、本実施形態
で示した以外の、工事の内容と工事の種類との対応についての情報を含むことが出来る。

　【００８２】
　演算処理部３５は、ＭＰＵなどのマイクロプロセッサとその周辺回路を有し、記憶部３

４からプログラム２４３を読み込んで実行することにより、上記ハードウェアとプログラ

ム３４３とを協働させて各種処理部を実現する機能を有している。演算処理部３５で実現
される主な処理部として、環境影響要因抽出部１５１と、環境影響値算出部１５２と、閾

値判定部２５３と、工事種類抽出部３５４と、がある。なお、環境影響要因抽出部１５１
と、環境影響値算出部１５２と、閾値判定部２５３とは、第１の実施形態で説明した構成

と同様の構成であるため、その説明は省略する。
　【００８３】

　工事種類抽出部３５４は、操作入力部１１や通信Ｉ／Ｆ部１３を介して入力された工事
の内容を取得して、当該工事の内容に応じた工事の種類を抽出する機能を有している。具

体的には、工事種類抽出部３５４は、まず、例えば、操作入力部１１を介して入力された

工事の内容を取得する。次に、工事種類抽出部３５４は、記憶部３４が記憶する工事情報
３４５を読み出し、取得した工事の内容に応じた工事の種類を抽出する。そして、工事種

類抽出部３５４は、抽出した工事の種類を環境影響要因抽出部１５１へと送信する。
　【００８４】

　具体的には、例えば、工事種類抽出部３５４が操作入力部１１を介して工事の内容「道
路舗装工事」を取得したとする。すると、工事種類抽出部３５４は、記憶部３４から工事

情報３４５を取得する。そして、工事種類抽出部３５４は、取得した工事情報３４５を参
照することで、工事の内容「道路舗装工事」に対応付けられた工事の種類を抽出する。つ

まり、工事種類抽出部３５４は、工事の種類である「１．共通仮設工事」、「３５．舗装
工事（アスファルト）」、「５２．土木付帯・雑工事」、「５３．資機材の搬出入」、「

５４．建設副産物処理処分」、を抽出する。そして、工事種類抽出部３５４は、抽出した
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工事の種類を環境影響要因抽出部１５１へと送信することになる。

　【００８５】
　以上が、環境影響評価装置３の構成についての説明である。

　【００８６】
　次に、環境影響評価装置３の動作について説明する。図１２は、本実施形態に係る環境

影響評価装置３の動作の一例を示すフローチャートである。以下、図１２を参照して、環
境影響評価装置３の動作について説明する。

　【００８７】
　まず、環境影響評価装置１は、操作入力部１１や通信Ｉ／Ｆ部１３を介して、環境影響

値の算出対象となる工事の内容を受け付ける（ステップＳ３０１）。その結果、環境影響

評価装置１の工事種類抽出部３５４が、操作入力部１１などを介して入力された工事の内
容についての情報を取得することになる。

　【００８８】
　続いて、工事の内容を取得した工事種類抽出部３５４は、記憶部１４から工事情報３４

５を読み出す。そして、工事種類抽出部３５４は、工事情報３４５を参照して、取得した
工事の内容に応じた工事の種類を抽出する（ステップＳ３０２）。その後、工事種類抽出

部３５４は、抽出した工事の種類を環境影響要因抽出部１５１へと送信する。
　【００８９】

　その後の流れは既に説明したものと同様である。つまり、まず、環境影響要因抽出部１

５１が工事の種類に応じた環境影響要因を抽出する（ステップＳ１０２）。次に、環境影
響値算出部１５２が、抽出した環境影響要因ごとに環境影響値を算出する（ステップＳ１

０３）。そして、閾値判定部２５３が、評価閾値以上の環境影響値を有する環境影響要因
を判定する（ステップＳ２０４）。その後、閾値判定部２５３は、判定結果を画面表示部

１２などに表示することになる。
　【００９０】

　このように、本実施形態における環境影響評価装置３は、環境影響要因抽出部１５１と
環境影響値算出部１５２と閾値判定部２５３と工事種類抽出部３５４とを有している。こ

のような構成により、環境影響評価装置３は、入力された工事の内容に応じた工事の種類
を抽出することが出来る。その結果、環境影響評価装置３は、工事の実施により環境に与

える影響をより容易に可視化することが可能となる。これにより、各種工事において当該

工事の実施が自然環境に与える影響をより容易に判断することが可能となる。
　【００９１】

　なお、本実施形態における環境影響評価装置３は、工事種類抽出部３５４と環境影響要
因抽出部１５１と環境影響値算出部１５２と閾値判定部２５３とを有しているとしたが、

環境影響評価装置３は、閾値判定部２５３を有していなくても構わない。つまり、第１の
実施形態で説明した構成に工事種類抽出部３５４を備えていても構わない。

　【００９２】
[第４の実施形態]

　次に本発明の第４の実施形態について図１３を参照して説明する。図１３は、環境影響

評価装置４の全体の構成の概略の一例を示す概略図である。
　【００９３】

　第４の実施形態では、入力された工事の種類に応じて環境影響要因を抽出し、当該抽出
した環境影響要因ごとの環境影響値を算出する環境影響評価装置４について説明する。な

お、本実施形態では、環境影響評価装置４の構成の概要について説明する。
　【００９４】

　図１３を参照すると、本実施形態における環境影響評価装置４は、環境評価対象入力部
４１と、環境影響要因抽出部４２と、環境影響値算出部４３と、を有している。

　【００９５】
　環境評価対象入力部４１は、評価の対象となる工事の種類を入力する機能を有している

。工事が環境に与える影響を評価しようとするユーザなどは、環境評価対象入力部４１を
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介して、工事の種類を環境影響評価装置４に入力することになる。また、工事の種類を入

力された環境評価対象入力部４１は、当該入力された工事の種類を環境影響要因抽出部４
２へと送信する。

　【００９６】
　環境影響要因抽出部４２は、環境評価対象入力部４１により入力された工事の種類に基

づいて、当該入力された種類の工事を行った際に環境に影響を与えると判断される環境影
響要因を抽出する機能を有している。つまり、環境影響要因抽出部４２は、環境評価対象

入力部４１から工事の種類を受信する。そして、環境影響要因抽出部４２は、受信した工
事の種類に応じた環境影響要因を抽出する。その後、環境影響要因抽出部４２は、抽出し

た環境影響要因を環境影響値算出部４３へと送信する。

　【００９７】
　環境影響値算出部４３は、環境影響要因抽出部が４２抽出した環境影響要因が環境に与

える影響を示す環境影響値を、当該環境影響要因ごとに設定された基準値に基づいて算出
する機能を有している。つまり、環境影響値算出部４３は、まず、環境影響要因抽出部４

２から環境影響要因を受信する。そして、環境影響値算出部４３は、受信した環境影響要
因ごとに環境影響値を算出する。

　【００９８】
　このように、本実施形態における環境影響評価装置４は、環境評価対象入力部４１と、

環境影響要因抽出部４２と、環境影響値算出部４３と、を有している。このような構成に

より、環境影響評価装置４は、環境評価対象入力部４１を介して入力された工事の種類に
応じた環境影響要因を、環境影響要因抽出部４２により抽出することが出来る。また、環

境影響値算出部４３により、環境影響要因抽出部４２が抽出した環境影響要因ごとに環境
影響値を算出することが出来る。その結果、工事の実施により環境に与える影響を、環境

影響要因ごとに環境影響値として可視化することが可能となる。これにより、各種工事に
おいて当該工事の実施が自然環境に与える影響を的確に判断することが可能となる。

　【００９９】
　なお、上述した環境影響評価装置４は、当該環境影響評価装置４に所定のプログラムが

組み込まれることで実現できる。具体的に、本発明の他の形態であるプログラムは、環境
影響評価装置４に、評価の対象となる工事の種類を入力する環境評価対象入力手段と、環

境評価対象入力手段により入力された工事の種類に基づいて、当該入力された種類の工事

を行った際に環境に影響を与えると判断される環境影響要因を抽出する環境影響要因抽出
手段と、環境影響要因抽出手段が抽出した環境影響要因が環境に与える影響を示す環境影

響値を、当該環境影響要因ごとに設定された基準値に基づいて算出する環境影響値算出手
段と、を実現させるためのプログラムである。

　【０１００】
　また、上述した環境影響評価装置４が動作することにより実行される環境影響評価方法

は、入力された工事の種類に基づいて、当該入力された種類の工事を行った際に環境に影
響を与えると判断される環境影響要因を抽出し、抽出した環境影響要因が環境に与える影

響を示す環境影響値を、当該環境影響要因ごとに設定された基準値に基づいて算出する、

という環境影響評価方法である。
　【０１０１】

　上述した構成を有する、プログラム、又は、情報処理方法、の発明であっても、上記環
境影響評価装置４と同様の作用を有するために、上述した本発明の目的を達成することが

出来る。
　【０１０２】

　なお、上記各実施形態及び付記において記載したプログラムは、記憶装置に記憶されて
いたり、コンピュータが読み取り可能な記録媒体に記録されていたりする。例えば、記録

媒体は、フレキシブルディスク、光ディスク、光磁気ディスク、及び、半導体メモリ等の
可搬性を有する媒体である。

　【０１０３】
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　以上、上記実施形態を参照して本願発明を説明したが、本願発明は、上述した実施形態

に限定されるものではない。本願発明の構成や詳細には、本願発明の範囲内で当業者が理
解しうる様々な変更をすることが出来る。

【符号の説明】
　【０１０４】

１、２、３、４　環境影響評価装置
１１　操作入力部

１２　画面表示部
１３　通信Ｉ／Ｆ部

１４、２４、３４　記憶部

１４１　環境影響要因情報
１４２　基準値情報

１４３、２４３、３４３　プログラム
２４４　評価閾値情報

３４５　工事情報
１５、２５、３５　演算処理部

１５１、４２　環境影響要因抽出部
１５２、４３　環境影響値算出部

２５３　閾値判定部

３５４　工事種類抽出部
４１　環境評価対象入力部
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【書類名】特許請求の範囲

【請求項１】
　工事が環境に与える影響を評価する環境影響評価装置であって、

　評価の対象となる工事の種類を入力する環境評価対象入力部と、
　前記環境評価対象入力部により入力された工事の種類に基づいて、当該入力された種類

の工事を行った際に環境に影響を与えると判断される環境影響要因を抽出する環境影響要
因抽出部と、

　前記環境影響要因抽出部が抽出した前記環境影響要因が環境に与える影響を示す環境影
響値を、当該環境影響要因ごとに設定された基準値に基づいて算出する環境影響値算出部

と、

　を備える
環境影響評価装置。

【請求項２】
　請求項１に記載の環境影響評価装置であって、

　前記環境影響値算出部は、前記環境影響要因の発生状況に応じて設定された基準値に基
づいて前記環境影響値を算出する

　環境影響評価装置。
【請求項３】

　請求項２に記載の環境影響評価装置であって、

　前記環境影響値算出部は、前記環境影響要因が生じる可能性及び頻度を示す可能性・頻
度値と、前記環境影響要因を使用する量又は前記環境影響要因を生じる量を示す使用量・

発生量値と、に基づいて前記環境影響値を算出する
環境影響評価装置。

【請求項４】
　請求項３に記載の環境影響評価装置であって、

　前記環境影響値算出部は、前記環境影響要因ごとに生じる、予め定められた項目に応じ
て設定される項目基準値を加味して前記環境影響値を算出する

環境影響評価装置。
【請求項５】

　請求項１乃至４のいずれかに記載の環境影響評価装置であって、

　前記環境影響値算出部が算出した前記環境影響値と予め定められた評価閾値とに基づい
て、前記環境影響値が前記評価閾値よりも大きくなる前記環境影響要因を抽出する環境影

響評価部を備える
環境影響評価装置。

【請求項６】
　情報処理装置に、

　評価の対象となる工事の種類を入力する環境評価対象入力手段と、
　前記環境評価対象入力手段により入力された工事の種類に基づいて、当該入力された種

類の工事を行った際に環境に影響を与えると判断される環境影響要因を抽出する環境影響

要因抽出手段と、
　前記環境影響要因抽出手段が抽出した前記環境影響要因が環境に与える影響を示す環境

影響値を、当該環境影響要因ごとに設定された基準値に基づいて算出する環境影響値算出
手段と、

　を実現させるための
プログラム。

【請求項７】
　請求項６に記載のプログラムであって、

　前記環境影響値算出手段は、前記環境影響要因の発生状況に応じて設定された基準値に
基づいて前記環境影響値を算出する機能を有する

プログラム。
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【請求項８】

　入力された工事の種類に基づいて、当該入力された種類の工事を行った際に環境に影響
を与えると判断される環境影響要因を抽出し、

　抽出した前記環境影響要因が環境に与える影響を示す環境影響値を、当該環境影響要因
ごとに設定された基準値に基づいて算出する

環境影響評価方法。
【請求項９】

　請求項８に記載の環境影響評価方法であって、
　前記環境影響値は、前記環境影響要因の発生状況に応じて設定された基準値に基づいて

算出される

環境影響評価方法。
【請求項１０】

　請求項９に記載の環境影響評価装置であって、
　前記環境影響値は、前記環境影響要因が生じる可能性及び頻度を示す可能性・頻度値と

、前記環境影響要因を使用する量又は前記環境影響要因を生じる量を示す使用量・発生量
値と、に基づいて算出される

環境影響評価方法。
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【書類名】要約書

【要約】
【課題】各種工事において、当該工事の実施が自然環境に与える影響を的確に判断するこ

とが難しい、という問題を解決すること。
【解決手段】工事が環境に与える影響を評価する環境影響評価装置であって、評価の対象

となる工事の種類を入力する環境評価対象入力部と、環境評価対象入力部により入力され
た工事の種類に基づいて、当該入力された種類の工事を行った際に環境に影響を与えると

判断される環境影響要因を抽出する環境影響要因抽出部と、環境影響要因抽出部が抽出し
た環境影響要因が環境に与える影響を示す環境影響値を、当該環境影響要因ごとに設定さ

れた基準値に基づいて算出する環境影響値算出部と、を備える。

【選択図】図１
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　                                                                           1/E
　　　　　　　　　　　　　　　　　受領書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２６年１１月１８日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特　許　庁　長　官

　　　　　識別番号　　　　　　１００１２４８１１
　　　　　氏名（名称）　　　　馬場　資博　　　　　　　　　様

　以下の書類を受領しました。

項番 書類名　　　 整理番号　　 受付番号　　提出日　　 出願番号通知（事件の表示）
　 1 特許願　　　 BP140113     51402362197 平26.11.18 特願2014-233608

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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